
新生児聴覚検査を取り巻く動向と
京都府における現状

令和３年３月２日（火）

京都府健康福祉部こども・青少年総合対策室



① 新生児聴覚検査と難聴児支援を取り巻く動向



○聴覚障害に対する早期発見・早期療育を図るために、全ての新生児を対象

として新生児聴覚検査を実施することが重要。

○平成19年度の地方財政措置において、所要の財源が確保され、市町村に対

して地方交付税措置がされた。

①新生児聴覚検査と難聴児支援を取り巻く動向

【通知】「新生児聴覚検査の実施について」
厚生労働省母子保健課長通知 (平成19年1月29日付け雇児母発第0129002号)

２ 周知啓発（都道府県・市町村）

１ 新生児聴覚検査の実施（市町村）

３ 関係機関の連携等（都道府県）

・母子健康手帳を活用し受診状況を確認。受診結果を把握し、療育等適切な指導援助
を行うこと。

・検査に係る費用について公費負担を行い、受診者の経済的負担の軽減を図ること。

・新生児聴覚検査の目的や検査方法等、あらゆる機会を通じて周知徹底すること。

・検査により把握された要支援児及びその保護者に対する多面的な支援が円滑に行わ
れるよう、連携体制を構築すること。



①新生児聴覚検査と難聴児支援を取り巻く動向

新生児聴覚検査
の流れ

医療 （自費）

医療 (診療報酬)

療育

（出典元）厚生労働省母子保健課長通知「新生児聴覚検査の実施について」（平成19年1月29日付け雇児母発第0129002号）



①新生児聴覚検査と難聴児支援を取り巻く動向

（平成31年度）

（出典元）厚生労働省ホームページ



①新生児聴覚検査と難聴児支援を取り巻く動向 （出典元）厚生労働省ホームページ



先天性疾患に関する各検査と発生率

①新生児聴覚検査と難聴児支援を取り巻く動向 （出典元）2019年9月11日日本産婦人科医会関沢明彦先生 記者懇談資料から一部抜粋



新生児聴覚検査の実施と聴覚補償
（出典元）第64回日本聴覚医学会学術講演会 兵庫美砂子先生ら①新生児聴覚検査と難聴児支援を取り巻く動向



公費助成の実施と検査受検率（全国）

（出典元）2019年9月11日日本産婦人科医会関沢明彦先生 記者懇談資料から一部抜粋①新生児聴覚検査と難聴児支援を取り巻く動向



② 京都府における現状



②京都府における現状

市町村における新生児聴覚検査後の支援等の現状

（出典元）厚生労働省調査「新生児聴覚検査の実施状況等について」
＊京都府データはこども・青少年総合対策室にて集計

(年度)

全国

R1 H30 H30 

1 新生児聴覚検査の受検の有無を把握している市町村の割合 96.2% 96.2% 98.9%

2
受検有無を把握する市町村のうち、受検者数を集計している市

町村の割合
80.0% 73.1% 91.0%

3
受検有無を把握する市町村のうち、出生児数に対する受検者数

の割合
35.1% 35.2% 86.9%

＊京都府独自集計
　受検者数を集計する市町村のうち、出生児数に対する受検者数の割合

88.1% 87.3% ー 

4 新生児聴覚検査について公費負担を実施している市町村の割合 7.7% 7.7% 38.3%

5
検査により把握した要支援児に対する療育が、遅滞なく実施さ

れるための指導援助 (＊1)　を行っている市町村の割合
73.1% 73.1% 78.1%

京都府

＊1　 　実際の対象者の有無に関わらず、対象者がいなくとも対応できる体制（課内で事前に決めている、マニュアルに記載している等）があること



②京都府における現状

新生児聴覚スクリーニング検査の公費助成

伊根町
・平成30年9月開始
・全額を公費助成

与謝野町
・平成30年７月開始
・2,000円公費助成

京都市
・令和２年４月開始
・(自動)ABR 4,020円、

OAE 1,500円 公費助成

（参考）京都府内の状況 *平成30年度～一部自治体にて公費助成開始

平成30年度 ２町 (7.7％)
令和元年度 ２町 (7.7％)
令和2年度 １市２町 (11.5%)

厚労省母子保健課長通知「新生児聴覚検査の実施につ
いて」（平成19年1月29日付け雇児母発第0129002号）
医療機関における新生児聴覚検査に関する留意事項
４検査方法 より

『初回検査及び確認検査は自動調聴性脳幹
反応検査（自動ＡＢＲ）で実施することが
望ましいこと。』



②京都府における現状

リファー後の精査機関

市立福知山市民病院

京都府立医科大学附属
北部医療センター

京都府立医科大学附属病院

京都大学医学部附属病院

【二次聴力検査機関】＊2

＊１ 精密聴力検査機関
難聴疑い児の最終診断を⾏い、療育・教育施設と連携しながら将来にわたって

聴覚管理ができる医療施設
＊２ 二次聴力検査機関

難聴疑い児について難聴の有無を診断し、精密聴⼒検査機関へ遅滞なく紹介

できる医療施設

【精密聴力検査機関】＊1



②京都府における現状

専門的な療育等相談支援機関

京都府北部聴覚支援センター
＊京都府立聾学校舞鶴分校内

京都市児童福祉センター
（うさぎ園）

京都府聴覚支援センター
＊京都府立聾学校内

京都府スーパーサポートセンター
＊京都府立宇治支援学校内

にじっこ二条

にじっこ城陽
（京都府南部難聴幼児

サポート事業）



助産所から見た新生児聴覚検査と支援に関する課題
＊ R3年1月京都府助産師会の協力を得て、分娩を取扱う助産所11か所に対してアンケートを実施（ 回答率100％）

②京都府における現状

3. 検査や相談支援の充実のために必要なこと1. 新生児聴覚検査の実施状況

◆ 妊娠・その家族が検査の必要性等について理解できるよう
妊娠期からの啓発活動が大事
◆保護者が耳の心配ごとを気軽に相談できる体制が必要
◆検査機器が高額のため助産所毎に購入ができない
京都府助産師会にて共同保有できるよう購入費助成を希望

２. 検査や支援についての課題

◆他機関への検査紹介の場合、出産費用とは
別に検査費用が必要となる。そのため、検査
費用を高額に感じてしまう。

◆産後早期に検査のために受診が必要となり
母児とも移動に伴う身体的負担が大きい。

◆確実に受検できる医療機関情報がほしい。

◆自施設にて実施 1箇所 (9％)
＊小児科併設

◆実施なし 10箇所 (91％)



保護者の思い ＊『にじっこ城陽』（京都府南部難聴幼児サポートセンター事業）に参加された保護者から

②京都府における現状

生後1か月間は外に出ること
ができず、家の中にいて、悶々
としていた。この時期がつら
かった。

具体的な情報が少なく、不安
だった。インターネットで検索
ばかりしていた。

子どもの歳の近い世代
の父母と交流をしたい。

目の前にいる我が子と通じ合
える手段、つながっているとい
う実感が大事。
どんな手段でもいい・・

新生児聴覚検査後・・ 日々の生活のなかで・・



分娩施設に検査機器がない（別日に
医療機関に行く必要があり受検につな
がらない）

費用が高額なため受けられない
検査の必要性を感じず受検しない

精査機関がどこかわからない

成長を見据えた支援
「教育」

受検（確認検査、精査含む）
したかどうかわからない

厚労省母子保健課長通知「新生児聴覚検査の実施について」（平成19年1月29日付け雇児母発第0129002号）

医療機関における新生児聴覚検査に関する留意事項４検査方法 より

『初回検査及び確認検査は自動調聴性脳幹反応検査（自動ＡＢＲ）で実施することが望ましいこと』

*1

*1

リファー後、保護者の不安が高い
（とにかく心配、情報が少ない、相談先が
少ない）

療育に関する情報が少ない（どこにあるか、
どんなことをしているかがわからない）

*1



【論点】

❶新生児聴覚検査の推進

❷検査後の相談支援の充実

❸福祉･教育を含む難聴児支援体制

のさらなる充実

令和2年度
（今回）

令和３年度


